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事業者に自社サービス等の運営状況等を事後的に評価させる制度の具体例（国内）

2

特定利用者情報の取扱状況の評価 特定DPFの透明性及び公正性についての評価
踏切道の改良の完了後の安全かつ円滑な
交通の確保に関する状況についての評価

根拠規定 電気通信事業法27条の9 DPF取引透明化法9条 踏切道改良促進法12条

事
業
者
に
よ
る
自
己
評
価

評価主体 法27条の5の規定により指定された電気通信事業
者（指定電気通信事業者）

特定DPF提供者 法3条1項の規定による指定に係る鉄道事業者及
び道路管理者

評価の
タイミング

毎事業年度 毎年度末日から2月以内 踏切道の改良の完了後、遅滞なく

評価対象 特定利用者情報の取扱いの状況

・・・少なくとも次に掲げる事項：

a. 直近の事業年度における情報取扱規程及び
情報取扱方針の遵守状況

b. 直近の事業年度における特定利用者情報の
漏えい

a. 特定DPFについての苦情の処理及び紛争の解
決に関する事項

b. 特定DPFの提供条件等の開示の状況に関す
る事項

c. 特定DPF提供者と商品等提供利用者との間
の取引関係における相互理解の促進を図るた
めに必要な措置として講じた措置に関する事項

d. 特定DPFの事業の運営実態を踏まえ、透明性
及び公正性の観点から特に留意して講じた措
置に関する事項

当該踏切道の改良の完了後の踏切道における以
下の事項：

a. 交通量

b. 踏切事故の発生状況

c. その他の安全かつ円滑な交通の確保に関する
状況

評価項目・
勘案事項等

直近の事業年度における以下の事項：

• 社会情勢

• 技術の動向

• 外国の制度

• サイバーセキュリティに対する脅威

• その他の状況の変化

a. の事項について：
• 商品等提供利用者からの苦情及び紛争の件数

• 苦情及び紛争の主な類型

• 苦情及び紛争の処理期間の平均期間

• 苦情及び紛争の結果の概要

b. の事項について：
• 利用者に開示した提供条件の内容

• 当該提供条件が法定の方法により開示されたことを示す内容

c. の事項について：
• 指針※2.1～2.4に記載された基本的な考え方に示されたそれ

ぞれの方向性（公正性確保のための体制・手続整備、苦情・
紛争処理解決のための体制・手続整備、コミュニケーションを国
内で管理する者の設置、その他取引先事業者の事情を考慮す
るために必要な措置）を実現するために講じた措置の具体的な
内容

• 当該措置が当該方向性を実現する上で適切かつ有効なものと
考える理由

当該踏切道の改良の完了後の踏切道が特定指定
要因基準（注）に該当するかどうか

（注）改良すべき踏切道としての国土交通大臣による指定に際し
て該当するとされた基準（例：1日当たりの踏切自動車交通遮断
量が5万以上など）

※ 特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等提供利用者との間の取引関係における相互理解の促進を図るために講ずべき措置についての指針（令和3年経済産業省告示第16号）



事業者に自社サービス等の運営状況等を事後的に評価させる制度の具体例（国内）

3

特定利用者情報の取扱状況の評価 特定DPFの透明性及び公正性についての評価
踏切道の改良の完了後の安全かつ円滑な
交通の確保に関する状況についての評価

第
三
者
に
よ
る
検
証
・
評
価

検証・評価主体 - 経済産業大臣 国土交通大臣

検証・評価の項目・
勘案事項等

-

特定DPF提供者が、自らが講じた措置により指
針「2 基本的な考え方」に示された以下の事項
に関する方向性を適切かつ有効に実現している
か

• 公正性確保のための体制・手続整備

• 苦情・紛争処理解決のための体制・手続整
備

• コミュニケーションを国内で管理する者（国内
管理人）の設置

• その他取引先事業者の事情を考慮するため
に必要な措置

踏切道の改良の完了後においてもなお、改良す
べき踏切道の指定に係る基準に該当することとな
る踏切道について、安全かつ円滑な交通の確保
を図ることが特に必要であると認められるか

検証・評価結果を
サービス等へ反映
する方法

-

• 経済産業大臣において、評価の結果を特定
DPF提供者による自己評価を含む報告書の
概要とともに公表

• 特定DPF提供者において、経済産業大臣に
よる評価の結果を踏まえ、特定DPFの透明性
及び公正性の自主的な向上に努める

• 経済産業大臣において、独占禁止法違反の
おそれがあると認められる事案を把握した場合、
公正取引委員会に対し対処を要請

国土交通大臣において、鉄道事業者及び道路
管理者に対し、地方踏切道改良計画の変更等
を勧告

（続き）



事業者に自社サービス等が外部的な権利・利益に与える影響等を事前に予測させる制度の具体例（国内）①
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内部統制報告制度 特定個人情報保護評価

根拠規定 金融商品取引法24条の4の4 マイナンバー法28条

事
業
者
に
よ
る
事
前
予
測

予測主体 上場会社等（の経営者） 行政機関の長等

予測の
タイミング

毎事業年度 • 特定個人情報ファイルを保有しようとするとき

• 当該特定個人情報ファイルについて重要な変更を加えようとするとき

予測対象 当該会社における財務報告が法令等に従って適正に作成されるための体制
（財務報告に係る内部統制（注））の有効性

（注）以下の4つの目的が達成されているとの合理的な保証を得るために、業務に組み込まれ、組織
内の全ての者によって遂行されるプロセス：

a. 業務の有効性及び効率性

b. 報告の信頼性

c. 事業活動に関わる法令等の遵守

d. 資産の保全

特定個人情報の漏えいその他の事態の発生の危険性及び影響

予測の項目・
勘案事項等

• 統制環境
例）経営者は、信頼性のある財務報告を重視し、財務報告に係る内部統制の役割を含め、財
務報告の基本方針を明確に示しているか など

• リスクの評価と対応
例）信頼性のある財務報告の作成のため、適切な階層の経営者、管理者を関与させる有効なリ
スク評価の仕組みが存在しているか など

• 統制活動
例）信頼性のある財務報告の作成に対するリスクに対処して、これを十分に軽減する統制活動を
確保するための方針と手続を定めているか など

• 情報と伝達
例）信頼性のある財務報告の作成に関する経営者の方針や指示が、企業内の全ての者、特に
財務報告の作成に関連する者に適切に伝達される体制が整備されているか など

• モニタリング
例）日常的モニタリングが、企業の業務活動に適切に組み込まれているか など

• IT（情報技術）への対応
例）経営者は、ITに関する適切な戦略、計画等を定めているか など

• 特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者の数

• 特定個人情報ファイルに記録されることとなる特定個人情報の量

• 行政機関の長等における過去の個人情報ファイルの取扱いの状況

• 特定個人情報ファイルを取り扱う事務の概要

• 特定個人情報ファイルを取り扱うために使用する電子情報処理組織の仕
組み及び電子計算機処理等の方式

• 特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報を保護するための措置
例）
・ 権限のない者によって不正に使用されるリスクへの対策（ユーザ認証の管理など）
・ 不正な提供・移転が行われるリスクへの対策
（特定個人情報の提供・移転に関するルールなど）

・ 特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクへの対策
（事故発生時手順の策定・周知など）

• 特定個人情報ファイルの取扱いにより個人の権利利益を害する可能性の
ある要因

予測の指針
（策定主体）

財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準（企業会計審議会） 特定個人情報保護評価指針（個人情報保護委員会）



事業者に自社サービス等が外部的な権利・利益に与える影響等を事前に予測させる制度の具体例（国内）①
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内部統制報告制度 特定個人情報保護評価

第
三
者
に
よ
る
検
証
・
評
価

検証・評価主体 公認会計士又は監査法人 個人情報保護委員会

検証・評価の項目・
勘案事項等

• 経営者による全社的な内部統制の評価の妥当性
・・・この検討に当たって、取締役会、監査役等、内部監査等、経営レ
ベルにおける内部統制の整備及び運用状況について十分に考慮

• 経営者による業務プロセスに係る内部統制の評価の妥当性
・・・この検討に当たって、経営者による全社的な内部統制の評価の状
況を勘案し、業務プロセスを十分に理解した上で、経営者が統制上の
要点を適切に選定しているかを評価

• 適合性：特定個人情報保護評価指針に定める実施手順等に適合し
た特定個人情報保護評価を実施しているか

• 妥当性：特定個人情報保護評価の内容は、特定個人情報保護評
価指針に定める特定個人情報保護評価の目的等に照らし妥当と認め
られるか

検証・評価結果を
サービス等へ反映
する方法

• 内部統制報告書の提出を受けた内閣総理大臣においてこれを公衆縦
覧

• 内部統制報告書への虚偽記載に対する法定の民事・刑事責任

• 個人情報保護委員会において、必要と認めるときは、マイナンバー法の
規定に基づく指導・助言、勧告・命令等を行い、行政機関の長等による
予測の結果を記載した評価書の再提出その他の是正を求める

（続き）



事業者に自社サービス等が外部的な権利・利益に与える影響等を事前に予測させる制度の具体例（国内）②
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環境影響評価 発電用原子炉施設の安全性向上評価

根拠規定 環境影響評価法 原子炉等規制法43条の3の29

事
業
者
に
よ
る
事
前
予
測

予測主体 土地の形状の変更、工作物の新設等の事業を行う事業者 発電用原子炉設置者

予測のタイミング 事業を実施しようとするとき 定期事業者検査の終了日以降6月を超えない時期

予測対象 事業の実施が環境に及ぼす影響 発電用原子炉施設の安全性

予測の項目・
勘案事項等

事業の種類（例：道路の新設及び改築の事業、ダムの新築、堰の新築
及び改築の事業、鉄道・軌道の建設及び改良の事業など）ごとに主務
省令（注）で定めるところにより事業者が選定した項目
（注）例えば「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び
評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針
等を定める省令」は、道路事業に係る環境影響評価の項目について、以下のような項目を勘案
して選定するものとする：

• 建設機械の稼働や資材及び機械の運搬に用いる車両の運行による粉じん等、騒音、振動
への影響

• 工事施工ヤードや工事用道路等の設置による重要な地形及び地質への影響

• 自動車の走行による二酸化窒素、浮遊粒子状物質、騒音、振動への影響 など

a. 発電用原子炉施設において予想される事故の発生及び拡大の防止のた
め次に掲げる措置を講じた場合における当該措置及びその措置による事
故の発生の防止等の効果に関する事項

• 事故の発生の防止等に資する設備又は機器の設置

• 保安の確保のための人員の増強、保安教育の充実等による事故の発生の防止等を着実に実
施するための体制の整備

b. 上記措置を講じたにもかかわらず、重大事故の発生に至る可能性がある
場合には、その可能性に関する事項

予測の指針
（策定主体）

事業の種類ごとに主務省令で定める（主務大臣） 実用発電用原子炉の安全性向上評価に関する運用ガイド（原子力規制委
員会）

第
三
者
に
よ
る
検
証
・
評
価

検証・評価主体 免許等を行う者 原子力規制委員会

検証・評価の項
目・勘案事項等

対象事業につき、環境の保全についての適正な配慮がなされるものである
かどうか

予測（評価）に係る調査及び分析並びに評定の方法が原子力規制委員
会規則で定める方法（注）に適合しているか
（注）当該発電用原子炉施設について、技術基準において設置すべきものと定められているものが設
置されていること、認可を受けた保安規定に定める措置が講じられていること等を確認することなど

検証・評価結果を
サービス等へ反映
する方法

免許等を行う者において、検証・評価（審査）の結果を踏まえ、免許等
を拒否する処分を行い、又は免許等に必要な条件を付す

原子力規制委員会において、調査若しくは分析又は評定の方法の変更を命
令（違反に対しては20万円以下の過料）



7【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要①



8【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要②



【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要③
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【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要④
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DSAとEU行動規範の関係①

11【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係②

12【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係③

13【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係④

14【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係⑤

15【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範の概要①

16【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範の概要②

17【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範の概要③

18【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程①

19【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程②

20【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程③

21【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程④

22【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2022年版）の策定過程①

23【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2022年版）の策定過程②

24【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2022年版）の策定過程③

25【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



26【出典】本WG第5回会合（2024年3月4日）配付資料WG5-1-6「EU DSA法（Digital Services Act）の概観」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU DSA中の研究機関等へのデータ提供に関する規律

➢ 当局（デジタルサービス調整機関（DSC）・欧州委員会）から理由付きの要請を受けた
VLOP／VLOSEの提供者に対し、次を義務付け：

• DSAの遵守状況のモニタリング及び評価に必要なデータへのアクセスを当局に提供（1項）

• システミックリスクの検知・特定・理解及びリスク軽減措置の適正性・有効性・影響の評価に資する研究に
必要なデータへのアクセスを当局の認定を受けた適格な研究者に提供（4項）

※提供されたデータの目的外利用を禁止する規定あり

※VLOP／VLOSEの提供者は、サービスのセキュリティや機密情報の保護に重大な脆弱性をもたらす可能性がある等の理由で
要請内容の変更を申し立てることが可能

➢ （当局からの要請の有無にかかわらず）VLOP／VLOSEの提供者に対し、次を義務付け：

• 公開データへのアクセスをセキュリティ要件等を満たす研究者に提供（12項）

※提供されたデータはシステミックリスクの検知・特定・理解に資する研究の目的でのみ利用可



27【出典】本WG第5回会合（2024年3月4日）配付資料WG5-1-6「EU DSA法（Digital Services Act）の概観」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU DSA 第40条に関する欧州委員会による執行状況



28【出典】本WG第5回（検討会第10回）会合（2024年2月27日）配付資料10-2（澁谷構成員ご発表資料）

偽・誤情報流通等の調査研究を行う上での課題（検討会 澁谷構成員ご発表資料より）①



29【出典】本WG第5回（検討会第10回）会合（2024年2月27日）配付資料10-2（澁谷構成員ご発表資料）

偽・誤情報流通等の調査研究を行う上での課題（検討会 澁谷構成員ご発表資料より）②



30【出典】本WG第22回（検討会第20回）会合（2024年5月24日）配付資料20-1（鳥海教授・みずほリサーチ＆テクノロジーズ・Onerootご発表資料）

フィルターバブル等に関する調査（鳥海教授ほか）からの示唆①



31【出典】本WG第22回（検討会第20回）会合（2024年5月24日）配付資料20-1（鳥海教授・みずほリサーチ＆テクノロジーズ・Onerootご発表資料）

フィルターバブル等に関する調査（鳥海教授ほか）からの示唆②



32【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUにおける危機発生時等の規律について①



33

EUにおける危機発生時等の規律について②

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



34

EUにおける危機発生時等の規律について③

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）
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EUにおける危機発生時等の規律について④

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）
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EUにおける危機発生時等の規律について⑤

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



３ マルチステークホルダーによる連携・協力の
枠組み整備の在り方
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38【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU行動規範の運用に係る機関設計



39【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

豪州行動規範の運用に係る機関設計



NZ行動規範の運用に係る機関設計

40【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



機関設計に関する３者（EU・豪州・NZ）比較

41【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



法的位置付けのない民間主導の連携・協力枠組みの具体例（国内）①

42

Disinformation対策フォーラム Innovation Nippon

発足・活動開始時期 • 2020年6月 • 2013年7月

目的・活動内容等 • 総務省「プラットフォームサービスに関する研究会 最終報告
書」（2020年2月）において、「産学官民の多様なステーク
ホルダーによる協力関係の構築を図り、対話の枠組みを設ける
ことが重要」であることが指摘されたこと等を踏まえ、偽情報流
通の実態を正確に把握し、その対応について多面的に検討す
べく、多様なステークホルダーによる協力関係の構築を図り、対
話の枠組みを設けることを目的として、（一社）セーファーイン
ターネット協会（SIA）が設置

• 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター
（GLOCOM）が、グーグル合同会社のサポートを受けて立ち
上げた研究プロジェクト

• 情報通信技術（IT）を通じて日本におけるイノベーションを促
進することを目的

• 法制度や、産業振興・規制緩和等の政策のあり方、ビジネス
慣行などに関する産学連携の実証的なプロジェクトを行い、関
係機関の政策企画・判断に役立ていただくための提言などを
行う

参加主体 • 有識者（研究者等） ※詳細は後述

• Facebook Japan（株）

• Google（同）

• LINEヤフー（株）

• Twitter Japan（株）

• 国際大学GLOCOM

• グーグル（同）

オブザーバー • 政府機関（総務省、消費者庁）

• 伝統メディア（日本新聞協会、日本放送協会、日本民間放
送連盟）

-

主な取組事例等 • ワクチンデマ対策シンポジウム（2021年7月） ※SIA主催

• 報告書（2022年3月）

• 報告書「偽・誤情報、ファクトチェック、教育啓発に関する調
査」（2024年4月）



法的位置付けのない民間主導の連携・協力枠組みの具体例（国内）②

43

クレジットカード・セキュリティ官民対策会議 放送倫理・番組向上機構（BPO）

発足・活動開始時期 • 2024年4月 • 2003年2月

目的・活動内容等 • 時々刻々と変化する番号窃取・不正利用技術等への対策に継続
的・効果的に取り組んでいくため、不正利用の状況、関係事業者に
おける取組状況の共有や対策の方向性等についての議論を行う

• 活動内容等：

1. クレジットカード番号の漏洩・不正利用被害状況の共有

2. 事業者によるセキュリティ対策の現状や課題の共有

3. 海外における取組状況の共有

4. 対策の方向性に関する意見交換 等

• 放送における言論・表現の自由を確保しつつ、視聴者の基本的人
権を擁護するため、放送への苦情や放送倫理の問題に対応する、
第三者の機関

• 主に、視聴者などから問題があると指摘された番組・放送を検証して、
放送界全体、あるいは特定の局に意見や見解を伝え、一般にも公
表し、放送界の自律と放送の質の向上を促す

参加主体 • クレジットカード会社

• 決済代行業者

• 学識者

• （独）国民生活センター

• 関係業界団体

• 経済産業省

※詳細は後述

• 日本放送協会（NHK）

• （一社）日本民間放送連盟（民放連）

• 民放連会員社

オブザーバー • 政府機関（警察庁、消費者庁）

• ビザ・ワールドワイド・ジャパン

• オンラインマーケットプレイス協議会

-

主な取組事例等 • 2024年4月9日開催の第1回会合にて以下を議論：
（１）クレジットカードのセキュリティ対策について

（経済産業省の取組）
（２）クレジットカード不正利用被害の状況（国際動向含む）、
（３）クレジットカード・セキュリティガイドラインの改訂、

対策の進捗状況

• 放送倫理検証委員会による取組

• 放送人権委員会による取組

• 青少年委員会による取組

※詳細は後述



法的位置付けのある民間主導の連携・協力枠組みの具体例（国内）

認定送信型対電気通信設備サイバー攻撃対処協会 認定匿名加工医療情報作成事業者

根拠法令 • 電気通信事業法116条の2 • 次世代医療基盤法※9条

枠組みの概要 • 電気通信事業者がDDoS攻撃等のサイバー攻撃への対応
を共同して行うため、サイバー攻撃の送信元情報の共有や
C&Cサーバの調査研究等の業務を行う第三者機関として認
定

• 国が認定した事業者が、制度に協力する医療機関等から国
民・患者の医療情報を収集

• 認定事業者は、医療分野の研究開発に必要な情報のみを、
研究機関や製薬企業などに提供

• 研究機関や製薬企業などは、提供された医療情報を活用し、
医療分野の研究開発を行う

法定の権限・責務等 • 電気通信事業者に関する情報の提供を総務大臣から受け
る権限

• 役職員又は役職員であった者への秘密保持義務（違反に
対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

• 医療機関等からの医療情報の提供につき、個人情報の保
護に関する法律の特例を規定

• 厳格なセキュリティ対策の実施

• データベース化された医療情報等の不正提供等を禁止（違
反に対しては2年以下の懲役又は100万円以下（法人重
科：1億円以下）の罰金）

• 不正な利益目的による医療情報等の提供等を禁止（違反
に対しては1年以下の懲役又は100万円以下（法人重
科：1億円以下）の罰金）

• 不当な目的による医療情報等の利用等を禁止（違反に対
しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

実際に認定された者
（2024年4月現在）

• （一社）ICT-ISAC • （一社）ライフデータイニシアティブ

• （一財）日本医師会医療情報管理機構

• （一財）匿名加工医療情報公正利用促進機構

※医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報に関する法律

44



法律に基づき設置された協議会等の具体例（国内）①

取引デジタルプラットフォーム官民協議会 サイバーセキュリティ協議会

根拠法令
• 取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関す

る法律6条
• サイバーセキュリティ基本法17条

設置者 • 内閣総理大臣 • サイバーセキュリティ戦略本部長及びその委嘱を受けた国務大臣

設置目的
• 取引デジタルプラットフォーム（DPF）を利用する消費者の利益の保

護のための取組を効果的かつ円滑に行うため
• サイバーセキュリティに関する施策の推進に関し必要な協議を行うた

め

構成員

• 内閣総理大臣

• 国の関係行政機関

• 取引DPF提供者を構成員とする団体

• （独）国民生活センター

• 地方公共団体

• 消費者団体

• （必要な場合）学識経験者その他官民協議会が必要と認める者

• 国の関係行政機関の長

• 地方公共団体又はその組織する団体

• 重要社会基盤事業者※1又はその組織する団体

• サイバー関連事業者※2又はその組織する団体

• 大学その他の教育研究機関又はその組織する団体

• その他設置者が必要と認める者

※ 連絡調整事務は（一社）JPCERTコーディネーションセンターが担当

法定の事
務等

• 必要な情報を交換

• 取引DPFを利用する消費者の利益の保護のための取組に関する協
議
⇒構成員は、協議結果に基づき、取引DPFを利用する消費者の保
護のために必要な取組を行う

• 内閣総理大臣に対し、取引DPFを利用して行われる通信販売に係
る取引の適正化及び紛争の解決の促進に関する施策に関し意見を
述べる

-

法定の権
限・責務等

• 構成員に対し、取引DPFを利用して行われる通信販売に係る取引
に関する情報の提供、意見の表明その他の必要な協力を求めること
ができる

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違反
に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

• 構成員に対し、サイバーセキュリティに関する施策の推進に関し必要
な資料の提出、意見の開陳、説明その他の協力を求めることができ
る
⇒正当な理由がある場合を除き、構成員に応答義務あり

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違
反に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

45
※1 国民生活及び経済活動の基盤であって、その機能が停止し、又は低下した場合に国民生活又は経済活動に多大な影響を及ぼすおそれが生ずるものに関する事業を行う者
※2 インターネットその他の高度情報通信ネットワークの整備、情報通信技術の活用又はサイバーセキュリティに関する事業を行う者



法律に基づき設置された協議会等の具体例（国内）②

配偶者からの暴力の防止・被害者の保護のための協議会 孤独・孤立対策地域協議会

根拠法令
• 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律5条

の2
• 孤独・孤立対策推進法15条

設置者
• 都道府県 ※設置は努力義務

• 市町村 ※設置は任意

• 地方公共団体 ※設置は努力義務

設置目的 • 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため • 孤独・孤立対策を推進するために必要な連携及び協働を図るため

構成員

• 関係機関

• 関係団体

• 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関連する職務に従
事する者

• その他の関係者

• 当事者等（孤独・孤立の状態にある者及びその家族等）に対する
支援に関係する機関及び団体

• 支援に関係する職務に従事する者

• その他の関係者

法定の事
務等

• 被害者に関する情報その他被害者の保護を図るために必要な情
報の交換

• 被害者に対する支援の内容に関する協議

• 必要な情報を交換

• 支援の内容に関する協議
⇒構成員は、協議結果に基づき、支援を行う

• （設置地方公共団体の長が構成員のうちから指定した孤独・孤立
対策調整機関において）協議会に関する事務を総括するとともに、
必要な支援が適切に行われるよう、協議会の定めるところにより、構
成員が行う支援の状況を把握しつつ、必要に応じて他の構成員が
行う支援を組み合わせるなど構成員相互の連絡調整を行う

法定の権
限・責務等

• 構成員に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な
協力を求めることができる

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違
反に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

• 構成員に対し、支援の対象となる当事者等に関する情報の提供、
意見の開陳その他の必要な協力を求めることができる

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違
反に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）
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４ 広告の質の確保を通じた情報流通の健全性確保の在り方

47



情
報
伝
送
PF
等

LINEヤフー

（Yahoo!広告・LINE広告）

サイバーエージェント

（Amebaブログ）

Google

（Google広告）
TikTok

ア
カ
ウ
ン
ト
開
設
時
の
な
り
す
ま
し
対
策
（
例
）

●一部の広告主に対し、申込時に
「本人確認」を実施

※本人確認とは、広告主が実在し、
かつ現在有効な住所等で申し込ん
だことを確認する目的で、必要な書
類の画像をアップロードさせる手続

※本人確認書類の例

・国内に事業所のある法人：以下
の2種類

(1)商業・法人登記事項証明書

(2)公共料金等の領収証書など

・国内の個人事業主：以下の2種
類

(1)運転免許証など

(2)公共料金等の領収証書など

・国外に事業所のある法人、国外
の個人事業主：担当者名と現住
所・有効期限が確認できる旅券
（パスポート）

●オフィシャルブロガーには与信審査、
トップブロガーには所定の確認を実
施

●広告キャンペーンでブランド名を
対象にしている広告主（広告主と
その広告で言及されているブランドの
関係性が不明確な場合や、その広
告が一般的な内容である場合）を
対象に「会社確認」を実施

※「会社確認」の期間中は広告イ
ンプレッションが制限される可能性

※会社確認（身元確認）に必要
な書類の例：以下の2種類

(1)登録書類（登記簿など）

(2)政府機関発行の正式な代表
者の写真付き身分証明書（パス
ポートなど）

●広告発信のためのアカウント開設
においては、すべてのアカウントについ
て審査を実施

●上記審査において、過去に広告
ポリシーに違反した経歴のあるアカウ
ントの情報と照らし合わせることで、
なりすましを含む広告ポリシー違反と
なるアカウントが開設されることを防
止

主な情報伝送PF等によるアカウント開設時のなりすまし対策の例
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49【出典】本WG第5回会合（2024年3月4日）配付資料WG5-1-6「EU DSA法（Digital Services Act）の概観」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU DSA中の広告の透明化に関する規律

オンラインインターフェイス上に掲載される広告について、以下を明確に表示：
• 広告である旨
• 広告主
• 広告主以外の資金提供者がいる場合は当該資金提供者
• 配信先を決めるために使われる主なパラメータとその変更方法

オンラインインターフェイス上に掲載される広告について、以下の情報を含む広告レポジトリを作成し、
掲載期間中及び掲載終了後1年間公開：
・ 広告の内容 ・ 広告主 ・ 広告主以外の資金提供者がいる場合は当該資金提供者 ・ 掲載期間
・ 配信先を決めるために使われる主なパラメータ ・ 利用者による商用コミュニケーション
・ 閲覧者数（該当する場合は、当該広告が特にターゲティングの対象とした集団ごとの数）



50【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU・豪州・NZの各行動規範の内容比較（デジタル広告関係）①



51【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU・豪州・NZの各行動規範の内容比較（デジタル広告関係） ②



52【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU・豪州・NZの各行動規範の内容比較（デジタル広告関係） ③



53【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU・豪州・NZの各行動規範の内容比較（デジタル広告関係） ④



５ 質の高いメディアへの広告配信に資する取組を通じた
情報流通の健全性確保の在り方
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JIAA「ブランドセーフティガイドライン」

⚫ 2019年4月、（一社）日本インタラクティブ広告協会（JIAA）は、違法・不当なサイト等への広告費の流出を
防ぎ、広告主のブランドを守り安全性を確保するための標準的な原則を規定し、実施すべき具体的な対策を提示
した「広告掲載先の品質確保に関するガイドライン（ブランドセーフティガイドライン）」を制定・公表。

55【出典】JIAAウェブサイト（https://www.jiaa.org/katudo/gdl/brandsafe_gdl/）

https://www.jiaa.org/katudo/gdl/brandsafe_gdl/


JAA「デジタル広告の課題に対するアドバタイザー宣言」

⚫ 2019年11月、（公社）日本アドバタイザーズ協会（JAA）は、「アドフラウド」「ブランドセーフティ」「ビューアビリ
ティ」という3つの課題を含むデジタル広告に関する課題について、あるべき方向とそこに向けての基本的なアクション
を「宣言」としてまとめ、公表。

56
【出典】JAAウェブサイト
（https://www.jaa.or.jp/guideline/declaration/）

https://www.jaa.or.jp/guideline/declaration/


JAA「社会問題化するデジタルメディア上の詐欺広告に対する緊急提言」

⚫ 2024年5月、JAAは、「デジタル広告の課題に対するアドバタイザー宣言」の発信以降、デジタル広告の運用型広
告市場の拡大とともに新たな課題も発生しているという日本におけるデジタル広告の課題の状況、特に「有名人に
なりすました投資詐欺広告」が大きな社会問題となっていることを踏まえ、「プラットフォーマー」「テクノロジーパート
ナー」「メディア」「アドバタイザー」「エージェンシー」など、デジタル広告ビジネスのエコシステムを構成する関係者が果
たすべき対策と対応を提言。

57【出典】JAAウェブサイト（https://www.jaa.or.jp/information/20240517-912/）

◼ プラットフォーマー

✓ アドバタイザーが安心して広告を掲出するために、自社サイトのコンテンツや取り扱う広告、および広告掲載先のメディアの品質管理
に責任を果たすべき。

✓ 多くの生活者が利用するプラットフォーマーは、その影響力に鑑み、日本国内で掲載する広告を含むコンテンツが、国内法や公序良
俗に反しないことを担保する必要があり、グローバル・日本国内それぞれにおいて品質をしっかりと担保する審査体制が必要。

◼ テクノロジーパートナー、メディア

✓ MFAのような広告費を無駄に消費するために作られたメディア群や、品質に問題のあるコンテンツが掲載されるメディア、アドフラウド・
ブランドセーフティに問題のあるメディアが存在しないよう注力すべき。

◼ アドバタイザー

✓ 自社の広告が、どのメディアに掲出され、どこに費用が使われているか認識し、不適切なメディアへ資金が流れないように最大限の注
意を払う。安心・安全なメディアへの広告出稿を実施。

✓ 広告費を払っているアドバタイザーが責任の主体となり、リスク管理をし、対策を講じなければならない。

◼ エージェンシー、パートナー企業

✓ アドバタイザーが意図せずリスクの高いメディアに広告を掲出することがないよう、必要な対策を提示すべき。

✓ アドバタイザーが求める品質を満たす、適切な広告サービスの提供を行うことが求められる。

https://www.jaa.or.jp/information/20240517-912/


経済産業省・IPA「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」

⚫ 経済産業省は、（独法）情報処理推進機構（IPA）とともに、大企業及び中小企業（小規模事業者を除く）
のうち、ITに関するシステムやサービス等を供給する企業及び経営戦略上ITの利活用が不可欠である企業の経営
者を対象に、経営者のリーダーシップの下で、サイバーセキュリティ対策を推進するため、「サイバーセキュリティ経営
ガイドライン」を策定。2023年3月までにVer 3.0まで改訂・公開。

⚫ サイバー攻撃から企業を守る観点で、経営者が認識する必要のある「3原則」、及び経営者が情報セキュリティ対策
を実施する上での責任者となる担当幹部（CISO※等）に指示すべき「重要10項目」をまとめている。
※Chief Information Security Officer（最高情報セキュリティ責任者）

58

【出典】経済産業省ウェブサイト
（https://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/mng_guide.html）

◆ 経営者が認識すべき３原則
1. 経営者は、サイバーセキュリティが自社のリスクマネジメントにおける重要

課題であることを認識し、自らのリーダーシップのもとで対策を進めることが
必要

2. サイバーセキュリティ確保に関する責務を全うするには、自社のみならず、
国内外の拠点、ビジネスパートナーや委託先等、サプライチェーン全体に
わたるサイバーセキュリティ対策への目配りが必要

3. 平時及び緊急時のいずれにおいても、効果的なサイバーセキュリティ対
策を実施するためには、関係者との積極的なコミュニケーションが必要

◆ サイバーセキュリティ経営の重要10項目
① サイバーセキュリティリスクの認識、組織全体での対応方針の策定

② サイバーセキュリティリスク管理体制の構築

③ サイバーセキュリティ対策のための資源（予算、人材等）確保

④ サイバーセキュリティリスクの把握とリスク対応に関する計画の策定

⑤ サイバーセキュリティリスクに効果的に対応する仕組みの構築

⑥ PDCAサイクルによるサイバーセキュリティ対策の継続的改善

⑦ インシデント発生時の緊急対応体制の整備

⑧ インシデントによる被害に備えた事業継続・復旧体制の整備

⑨ ビジネスパートナーや委託先等を含めたサプライチェーン全体の状況把握及び対策

⑩ サイバーセキュリティに関する情報の収集、共有及び開示の促進

https://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/mng_guide.html


経済産業省・総務省「DX時代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック」

⚫ 社会全体のデジタルトランスフォーメーション（DX）が進む中、イノベーションの創出による社会課題の解決とともに、
プライバシー保護への要請も高まっている。

⚫ 企業がプライバシーに関わる問題に能動的に取り組むことを、コストではなく、商品やサービスの品質向上のための
経営戦略として捉えることで、消費者からの信頼の獲得、ひいては企業価値向上につながると考えられる。

⚫ こうした背景を踏まえ、経済産業省と総務省は、2020年8月、企業がプライバシーガバナンスの構築のために取り
組むべきことを取りまとめた「DX時代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック」を策定。2023年4月まで
にver1.3まで改訂・公開。

59【出典】総務省ウェブサイト（https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000513.html）

※ 「企業のプライバシーガバナンス」：
プライバシー問題の適切なリスク管
理と信頼の確保による企業価値の
向上に向けて、経営者が積極的に
プライバシー問題への取組にコミット
し、組織全体でプライバシー問題に
取り組むための体制を構築し、それ
を機能させること

https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000513.html


特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律のポイント

【出典】経済産業省「デジタルプラットフォーム取引透明化法の概要」

資料１１ー１より抜粋
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デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」の指定①

⚫ 「特定デジタルプラットフォーム提供者」として、2021年4月には総合物販オンラインモール運営事業者3社、アプリスト
ア運営事業者2社が指定。

⚫ 2022年10月には、デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」として、Google LLC、Meta
Platforms, Inc.、ヤフー株式会社（現・LINEヤフー株式会社）の3社が指定。

⚫ 2023年の経済産業省による運営状況のレビュー（モニタリングレビュー）は、初めてデジタル広告分野も対象として
実施。2024年2月に評価の結果が公表。

【出典】「プラットフォームサービスに関する研究会」
第50回（2023年10月31日から同年11月2日
まで）メール審議結果（利用者情報の取扱いに
関するモニタリング結果）

資料１１ー１より抜粋
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デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」の指定②

【出典】「プラットフォームサービスに関する研究会」第50回（2023年10月31日から同年11月2日まで）メール審議結果（利用者情報の取扱いに関するモニタリング結果）

資料１１ー１より抜粋
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デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」による提供条件等の開示

⚫ メディア一体型広告デジタルプラットフォームの運営事業者は、広告主（商品等提供利用者）に対し、取引拒絶
をする場合の根拠となる基準等を開示しなければならない一方、消費者（一般利用者）に対しては、商品等の
購入等に係るデータを取得・使用する場合における当該データの内容等を開示しなければならない。

⚫ 広告仲介型デジタルプラットフォームの運営事業者は、広告主（一般利用者）に対し、アドフラウド・ブランドセー
フティ・ビューアビリティに関する情報の取得方法・条件等を開示しなければならない一方、パブリッシャー（商品等
提供利用者）に対しては、取引拒絶をする場合の根拠となる基準等を開示しなければならない。

63

◆ メディア一体型広告デジタルプラットフォームの場合

【広告主（商品等提供利用者）に対して開示すべき事項】

➢ 当該特定デジタルプラットフォームの提供を拒絶することがある
場合における拒絶するかどうかを判断するための基準

➢ 特定デジタルプラットフォームにより提供される場における商品等
に係る情報の表示による広告主の信用又は名声の毀損を特
定デジタルプラットフォーム提供者が判断する場合における、当
該判断の結果その他当該広告主の信用又は名声の毀損に
関する情報を当該広告主が取得することの可否並びに取得
が可能な場合における当該情報の内容並びにその取得に関
する方法及び条件 など

【消費者（一般利用者）に対して開示すべき事項】

➢ 当該特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等購入データ
（一般利用者による商品等に係る情報の検索若しくは閲覧
又は商品等の購入に係るデータ）を取得し、又は使用する場
合における当該商品等購入データの内容及びその取得又は
使用に関する条件 など

◆ 広告仲介型デジタルプラットフォームの場合

【広告主（一般利用者）に対して開示すべき事項】

➢ パブリッシャーの広告表示枠における広告の表示による広告主の
信用又は名声の毀損を特定デジタルプラットフォーム提供者が判
断する場合における、当該判断の結果その他当該広告主の信
用又は名声の毀損に関する情報を当該広告主が取得すること
の可否並びに取得が可能な場合における当該情報の内容並
びにその取得に関する方法及び条件 など

【パブリッシャー（商品等提供利用者）に対して開示すべき事項】

➢ 当該特定デジタルプラットフォームの提供を拒絶することがある場
合における拒絶するかどうかを判断するための基準

➢ パブリッシャーの広告表示枠における広告の表示による当該パブ
リッシャーの信用又は名声の毀損を特定デジタルプラットフォーム
提供者が判断する場合における、当該判断の基準、判断の結
果その他当該パブリッシャーの信用又は名声の毀損に関する
情報を当該パブリッシャーが取得することの可否並びに取得が
可能な場合における当該情報の内容並びにその取得に関する
方法及び条件 など



その他全体に共通する論点
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課徴金制度について

⚫ 行政法規への違反行為に伴う不利益を増大させてその経済的誘引を小さくし、違反行為の予防効果を強化するこ
とを目的とする行政上の措置（独禁法上の課徴金制度に関し、最三小判平成17年9月13日）。

⚫ かつては違反行為によって得られた不当利得を剥奪するための制度という考え方が見られたが、現在は不当利得の
剥奪を直接の目的とするものではないとする位置付けが一般的。

⚫ 歴史的には独禁法や金商法における規制対象である不当な金銭的利得を直接的な目的とした経済犯が対象とさ
れていたが、景表法における広告規制が対象とされたことで広がりをみせている。

65【出典】厚生労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課「課徴金制度の導入について」に基づき総務省作成

法令名 目的 課徴金納付命令の対象 算定方法 算定率（最大）

独占禁止法
（昭和52年導入）

• 市場競争における社会的公正を確保
すること

• カルテル、私的独占等の排除

• 不当な取引制限（カルテル、入札談
合）

• 支配型・排除型私的独占
• 共同の取引拒絶
• 差別対価及び不当廉売 等

• 違法行為に伴う売上額に一定率を乗
じる簡明な算定方式を採用

• ただし、課徴金が100万円未満は除
外

• 不当な取引制限：10％
• 支配型私的独占：10%
• 排除型私的独占：6% 等
※違反行為を繰り返した場合等の加算あ
り

金融商品取引法
（平成17年導入）

• 証券市場の公正性・透明性を確保し、
投資家の信頼が得られる市場を確立
すること

• 証券市場への信頼を害する違法行為
の排除

• 有価証券届出書等の虚偽記載及び
不提出

• 風説の流布及び偽計
• 相場操縦等
• インサイダー取引

• 基本は独禁法と同様に定率性
• ただし、違反行為の類型ごとに多様な

算定方式を実施

• 有価証券届出書等の不提出・虚偽
記載：募集・売出総額の2.25%
（株券等の場合は4.5%） 等

公認会計士法
（平成20年導入）

• 金融商品取引法に同じ
• 公認会計士・監査法人による虚偽証

明の排除

• 故意による虚偽証明
• 相当注意義務違反による虚偽証明

• 基本は独禁法と同様に定率性
• 故意犯には報酬以上の課徴金を負

荷

• 故意による虚偽証明：監査報酬相
当額の1.5倍

• 相当注意義務違反による虚偽証
明：監査報酬相当額

景品表示法
（平成28年導入）

• 不当な表示による顧客の誘引を防止
することにより、消費者保護を図ること

• 優良誤認表示行為、有利誤認表示
行為の排除

• 優良誤認表示
• 有利誤認表示

• 独禁法と同様に定率性
• ただし、課徴金が150万円未満は除

外

• 一律3％
※返金措置の実施による減額あり

薬機法
（令和元年導入）

• 虚偽・誇大広告の排除
• 医薬品等の効能等に関する虚偽・誇

大広告

• 定率性
• ただし、課徴金が225万円未満は除

外

• 違反期間中の対象商品売上額の
4.5%

スマホ特定ソフトウェア
競争促進法

（令和6年導入）

• スマートフォンの利用に必要な特定ソフ
トウェアについて競争環境を整備するこ
と

• アプリストア間の競争制限等の排除

• アプリストア間の競争制限
• 指定事業者以外のブラウザエンジンの

利用禁止
• 指定事業者のサービスの優先表示

等

• 定率性 • 一律20%


